


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　Phillip Areeda and Donald F. Turner, Predatory Pricing and Related Practices under 
Section 2 of the Sherman Act,  88 Harv. L. Rev. 710. （1975）。
　R. Posner., The Antitrust Law 218 （2d. ed. 2001）。
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利益に資する低価格運賃が行われるかは不明であろう。既存業者２社が
富士交通に共同運行に参加して共通乗車券の枠組みに入るように呼び掛
ける可能性があり、その場合に富士交通は共同運行に参画することは望
むところではなかろうか。参入には成功するかも知れないが、長期的
には既存業者２社の事実上のカルテル体制が新規参入業者を加えた３社
の事実上のカルテル体制に変わっただけという帰結の可能性もあったと
考える。
　（５）仙台・福島線に関しては、数段階の相互の値下げ競争が繰り返
されており、JR東日本との競争もかなりの影響があったとも考えられ、
新規参入した富士交通も業務提携を行う他の参入業者を確保して共同運
行で既存業者と競争を展開していたなど、状況は複雑で、「自らの市場
支配力の形成、維持ないし強化という観点からみて正常な競争手段の範
囲を逸脱するような人為性を有する」か否かの判断には難しいものが
あろう。それでも価格競争が展開されたからといって不当廉売規制の対
象にならないわけではなく、同等以上効率的な競争事業者を排除するよ
うなコスト割れ価格の水準であったならば、独禁法違反として規制す
――――――――――
　富士交通が最初から共同運行への参加を希望して、既存事業者に意向を打
診したことがあるかどうかは、不明である。少なくともそのような新聞報道
は見当たらない。
　なお、不公正な取引方法に該当するか否かの判断も、私的独占の適用に際
しての「正常な競争手段を逸脱するような人為性を有するか」の判断と質的
に同様な判断を要すると思われる。川濱昇ほか「競争者排除型行為に係る不
公正な取引方法・私的独占について　理論的整理」（競争政策研究センター　
CR 01-08　2008年６月26日）を参照。
　有線ブロードネットワークスほか１名に対する件（公取委勧告審決平成16
年10月13日・審決集51巻518頁）では、コスト割れか否かの認定がされること
なく、３条前段が適用されている。もっとも、この件に対しては、価格がコ
スト割れしていた可能性があることが指摘されており（平林英勝「判批」判
タ1208号51頁）、勧告を受けた事業者が仮に平均総費用を上回る価格水準なら
ば、勧告を応諾せずに審判で争ったのではないかと考えられよう。
43
法政論叢――第73号（2020）
べきであったと言えよう。
　本件では、公取委が既存事業者の運賃の低価格の設定を独禁法違反と
認定しなかったことは結果的には妥当であるとしても、その理由を公取
委に説明して欲しかった。何も説明せずにすませるほどに問題がなかっ
たわけではないと考える。理由としては、コストとの関係で、運賃の設
定は正常な競争手段の範囲を逸脱するような人為性を有するものではな
く、不当な対価ではないとしたり、独禁法の究極目的に照らして、保護
に値する競争が認められないので、「一定の取引分野における競争の実
質的制限」も公正競争阻害性も認められないとしたり、「公共の利益」
に反しないとしたりすることが、考えられよう。
　公取委が行った共同運行事業者に対して運賃を各自が独自に設定する
ように確認をとった対応は、誤りではないが実効性に疑問があり、これ
で十分な競争が確保されるので競争政策上の問題は解消したとは、言え
ないように考える。
　（６）本件の事案から20年近く経過しているが、仙台・山形線は、本
件の新規参入で最も運賃が低下した６回券3600円からみると６回券4800
円と値上がりしているが、参入前の６回券5200円よりは低いし、便数は
80往復と本件当時の活発に競争が展開された状況に匹敵し、山形県内の
他の都市と仙台市を結ぶ路線も新たに開設されているなど、消費者の利
益の視点では、かつて行われた激しい価格競争の効果がある程度は残っ
ているとの評価も可能であろう。これに対して、仙台・福島線は、運賃
は本件参入前の水準に引き上げられ、便数も24往復と本件参入前の水準
まで引き下げられ、消費者の利益は参入前の水準に逆戻りしているもの
の、新たな新規参入の動きはない。
　競争政策による対応としては、消費者厚生の増進に焦点を合わせて、
新規参入を誘発するような観点で平均総費用以上の価格設定でも不当廉
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売と認定する場合があるような法政策も理論的には可能であろう。し
かしながら、公取委の不当廉売規制のガイドラインで示された規制根拠
や排除型私的独占に対する最高裁判例を踏まえると、現行の独禁法のそ
のような解釈適用には無理があろう。独占禁止法による競争政策の展
開の限界とも言えよう。道路運送法の競争政策として展開することが考
えられるが、現状の道路運送法はそうした政策は志向していない。
結び
　本稿は、2000年の道路運送法の改正で需給調整の規制が撤廃された後
に、東北地方の高速バス路線の仙台・福島線、仙台・郡山線、仙台・山
形線に行われた新規参入に対して、既存の共同運行事業者が行った対抗
措置によって、新規参入事業者が経営破綻に陥って撤退した独禁法事案
に対する公取委の対応を、競争政策の視点で検討した。
　公取委は、バスプールの使用に対する同意を速やかに行なわなかった
各事業者の行為については、「３社が、それぞれ、正当な理由がないのに、
――――――――――
　Edlinは、前掲注22の945頁で、既存事業者が新規参入事業者に対してかなり
の有利な強みを享受しており、にもかかわらず、新規参入が行われて、既存
事業者の価格と比べて大幅に安い価格で販売している場合に、参入事業者が
初期のコストを回収して成長し得るようになる為の合理的な期間、あるいは
参入事業者のシェアが既存事業者がその市場支配を失うまでに十分なものと
なるまでの期間、既存事業者が実質的な価格割引やかなりの生産拡張を行う
ことを認めないとの競争政策を提案している。
　川濱昇「不当廉売規制における費用基準とその論拠」根岸哲先生古稀祝賀『競
争法の理論と課題』215‒220頁（有斐閣　2013）。
　消費者余剰や社会的総余剰基準を直接的に基準として用いることはせず、
排除行為とは何かという問題に対し、競争プロセスへの害といった規範的な
評価を入れた考察が行われている。川濱　前掲注36　38頁。
　友岡史仁『要説　経済行政法』239‒251頁（弘文堂　2015）。
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バスプールの使用を同意しないことは、競争者に対する取引妨害（独占
禁止法第19条（一般指定第15項に該当））として独占禁止法違反につな
がるおそれがある旨の指摘を行い、このような行為を行わないように注
意を喚起」し、その後、同意が行われて、事態の改善につながった。
　しかしながら、既存事業者の低価格の運賃設定や増便の対抗措置に関
しては、公取委は「共同して」行ったか否かを問題にする姿勢を示し、
最終的には、既存事業者から、共同運行の方式が共通乗車券の着券精算
の方式に移行し、運賃は各自が独自に決定する旨の確認をとったに過ぎ
ず、運賃水準に関しては、注意すら行わずに、全く問題はないとの認識
を事実上示した。共同運行自体も全く問題にしなかった。共同運行に対
する公取委の考え方は改訂されたが、共同運行を行う事業者が共同して
運賃を決定することに対する公取委の考え方は必ずしも明確とは言えず、
少なくとも本件の３路線に関しては、独禁法上問題になることが明らか
になったことにとどまっている。そもそも共同運行を行う事業者が意思
の連絡を行って運賃水準を決定したとしても立証は事実上困難であり、
意思の連絡を行わなくても暗黙の協調行為で事実上、運賃が同一の水準
になる市場の状況であり、本件の各路線で共同運行の運賃に違いが生じ
たとの情報は現在まで得られていない事案であった。単独での事業継続
上の困難から共同運行自体を是認する理由付けについては、全国3番目
のドル箱路線と言われる仙台・山形線に当てはまるか疑問があり、理由
付けを改訂する必要があろう。
　運賃が低く設定されることによる排除行為の独禁法上の適法性に関し
ては、共同運行事業者が共同で設定しないと独禁法上問題にならないわ
けではなかろう。仙台・山形線では、既存事業者の大幅な運賃引き下げ
と増便に関して、独禁法違反の私的独占ないし不公正な取引方法に該当
する可能性も否定できないものがあったと考える。もっとも既存事業者
が経営する他の路線バスの営業が不振で過剰能力を抱えている可能性が
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あり、また、既存事業者の低価格運賃を差し止めて、参入事業者を保護
しても、その後に既存事業者の共同運行に参画して事実上のカルテル体
制に移行する可能性もあったことから、結果的には違反行為を認定しな
かったのは妥当であったと考える。
　本件は、新規参入に対して既存事業者が低価格の運賃を設定して適法
に排除に成功した事案であり、独禁法の事案として参考になるものがあ
ろう。もっとも公取委が既存事業者の低価格の運賃の設定を独禁法違反
と認定しなかったことは結果的には妥当であるとしても、その根拠を公
取委に説明して欲しかった。何も説明せずにすませるほどに問題がな
かったわけではないと考える。公取委が行った共同運行事業者に対して
運賃を各自が独自に設定するように確認をとった対応は、誤りではない
が実効性に疑問があり、これで十分な競争が確保されるので、競争政策
上の問題は解消したとは言えないように考える。
　事業法である道路運送法の規制緩和により新規参入は行われたが、既
存事業者は共同運行を行う先発事業者であることに由来する競争上の強
みを有しており、新規参入事業者が既存事業者の対抗措置を乗り越える
ことには、相当の困難があること、独禁法で既存事業者の低価格運賃を
差し止める対応にはかなりの問題があり、独禁法による競争政策の限界
を示す事案でもあった。
